
  

 

 

事 務 連 絡 

令和８年３月 27 日 

 

 

地方厚生(支)局 

保険年金（企業年金）課 宛て  

   

 

厚生労働省年金局 

企業年金・個人年金課  

 

 

「確定給付企業年金規約例」の一部改正について 

 

 

「国民年金基金規則等の一部を改正する省令」（令和８年厚生労働省令第 48 号）が本

日公布され、令和８年４月１日に施行することとされた。 

これに伴い、「確定給付企業年金規約例」を別添のとおり改正し、令和８年４月１日よ

り適用することとしたので、貴管下の確定給付企業年金の実施事業所の事業主及び基金の

指導について遺憾のないよう配慮されたい。 

 

 

 



  

別添 

確定給付企業年金規約例 

新旧対照表 

網掛部分が改正箇所 

新 旧 

 確定給付企業年金規約例 

第１～第４ （略） 

規約型確定給付企業

年金規約例 

企業年金基金規約例 趣旨 留意事項 

（略） （略） （略） （略） 

第４章 給付 第６章 給付   

（略） （略） （略） （略） 

第３節 脱退一時

金 

第３節 脱退一時

金 

  

（略） （略） （略） （略） 

（代替例）休職の開

始を加入者の資格

の喪失事由とし、

かつ、再加入者に

ついて前後の加入

者期間を合算する

場合であって、法

第４１条第２項第

１号に係る脱退一

時金の受給権者の

うち、当該喪失事

由により同号に係

る脱退一時金の受

給権者となった者

のみが当該脱退一

時金の支給の繰下

げの申出をできる

こととするとき 

第２８条 第５条第

５号に該当して第

（代替例）休職の開

始を加入者の資格

の喪失事由とし、

かつ、再加入者に

ついて前後の加入

者期間を合算する

場合であって、法

第４１条第２項第

１号に係る脱退一

時金の受給権者の

うち、当該喪失事

由により同号に係

る脱退一時金の受

給権者となった者

のみが当該脱退一

時金の支給の繰下

げの申出をできる

こととするとき 

第６４条 第４１条

第５号に該当して

（略） 

 

（略） 

 

 確定給付企業年金規約例 

第１～第４ （略） 

規約型確定給付企業

年金規約例 

企業年金基金規約例 趣旨 留意事項 

（略） （略） （略） （略） 

第４章 給付 第６章 給付   

（略） （略） （略） （略） 

第３節 脱退一時

金 

第３節 脱退一時

金 

  

（略） （略） （略） （略） 

（代替例）休職の開

始を加入者の資格

の喪失事由とし、

かつ、再加入者に

ついて前後の加入

者期間を合算する

場合であって、法

第４１条第２項第

１号に係る脱退一

時金の受給権者の

うち、当該喪失事

由により同号に係

る脱退一時金の受

給権者となった者

のみが当該脱退一

時金の支給の繰下

げの申出をできる

こととするとき 

第２８条 第５条第

５号に該当して第

（代替例）休職の開

始を加入者の資格

の喪失事由とし、

かつ、再加入者に

ついて前後の加入

者期間を合算する

場合であって、法

第４１条第２項第

１号に係る脱退一

時金の受給権者の

うち、当該喪失事

由により同号に係

る脱退一時金の受

給権者となった者

のみが当該脱退一

時金の支給の繰下

げの申出をできる

こととするとき 

第６４条 第４１条

第５号に該当して

（略） 

 

（略） 

 



  

２６条第１号に係

る脱退一時金の受

給権者となった者

は、事業主に、休

職を終了する日ま

で脱退一時金の支

給を繰り下げるこ

とを申し出ること

ができる。 

 

２～６ （略） 

第６２条第１号に

係る脱退一時金の

受給権者となった

者は、基金に、休

職を終了する日ま

で脱退一時金の支

給を繰り下げるこ

とを申し出ること

ができる。 

 

２～６ （略） 

（略） （略） （略） （略） 

〔第５節〕 遺族給付

金 

〔第５節〕 遺族給付

金 

  

（支給要件及び支給

の方法） 

第３３条 （略） 

 

（支給要件及び支給

の方法） 

第６９条 （略） 

 

 

 

（略） 

 

 

 

○ 第１項第２

号及び第２項

第２号の規定

は、制度上、当

該者が存在し

得る場合に規

約に定めるも

の で あ る こ

と。 

○ 給付対象者

は可変的であ

ること（法第

４７条）。ま

た、このほか、

障害給付金を

支給する場合

には、障害給

付金の受給権

者も給付対象

者とすること

ができること

２６条第１号に係

る脱退一時金の受

給権者となった者

は、事業主に、休

職を終了して復職

する日まで脱退一

時金の支給を繰り

下げることを申し

出ることができ

る。 

２～６ （略） 

第６２条第１号に

係る脱退一時金の

受給権者となった

者は、基金に、休

職を終了して復職

する日まで脱退一

時金の支給を繰り

下げることを申し

出ることができ

る。 

２～６ （略） 

（略） （略） （略） （略） 

〔第５節〕 遺族給付

金 

〔第５節〕 遺族給付

金 

  

（支給要件及び支給

の方法） 

第３３条 （略） 

 

（支給要件及び支給

の方法） 

第６９条 （略） 

 

 

 

（略） 

 

 

 

○ 第１項第２

号及び第２項

第２号の規定

は、制度上、当

該者が存在し

得る場合に規

約に定めるも

の で あ る こ

と。 

○ 給付対象者

は可変的であ

ること（法第

４７条）。ま

た、このほか、

障害給付金を

支給する場合

には、障害給

付金の受給権

者も給付対象

者とすること

ができること



  

（令第３３条

第４号） 

○ 法第４７条

に 規 定 す る

「 給 付 対 象

者」には、「そ

の他政令で定

める者」とし

て、令第３３

条のとおり老

齢給付金の受

給権者であっ

てその支給の

繰下げの申出

をしている者

等が含まれる

こと。また、老

齢給付金の受

給権者であっ

て、支給開始

要件を満たし

たものの裁定

の請求を行っ

ていない、又

は、請求後に

初回の給付の

支給を受けて

いない者が死

亡したときに

遺族給付金を

支給すること

は可能である

こと。 

○ 遺族給付金

を年金又は一

時金としての

み支給するこ

ともできるこ

（令第３３条

第４号） 

○ 法第４７条

においては、

給付対象者と

なり得る者に

ついて、「老齢

給付金の受給

権者」ではな

く、「老齢給付

金の支給を受

けている者」

と規定してい

ることから、

これらの語義

の違いを踏ま

え、老齢給付

金の受給権者

であって、老

齢給付金の支

給を請求して

いない者が死

亡した場合に

は、未支給給

付として処理

すること。《規

第１７条（基

第５３条）参

照》 

 

 

 

 

○ 遺族給付金

を年金又は一

時金としての

み支給するこ

ともできるこ



  

と（法第４９

条）。また、い

かなる給付対

象者の遺族に

年金又は一時

金を支給する

かは、可変的

であること。 

○ 遺族給付金

は、老齢給付

金（法第３７

条第１項）及

び脱退一時金

（法第４１条

第４項）と異

なり、繰下げ

規定を設ける

ことは認めら

れないこと。 

（略） （略） （略） （略） 

第５章 掛金 第７章 掛金   

（略） （略） （略） （略） 

（掛金の納付） 

第４５条 （略） 

 

（掛金の納付） 

第８２条 （略） 

 

 

（略） 

 

 

○ 掛金の納付

期限を明確に

定めること。

なお、納付期

限は、原則と

して、掛金に

対応する期間

の末日の属す

る月の翌月ま

でとすること

（承認・認可

基 準 3-

3(3)①）。 

○ 端数処理の

と（法第４９

条）。また、い

かなる給付対

象者の遺族に

年金又は一時

金を支給する

かは、可変的

であること。 

○ 遺族給付金

は、老齢給付

金（法第３７

条第１項）及

び脱退一時金

（法第４１条

第４項）と異

なり、繰下げ

規定を設ける

ことは認めら

れないこと。 

（略） （略） （略） （略） 

第５章 掛金 第７章 掛金   

（略） （略） （略） （略） 

（掛金の納付） 

第４５条 （略） 

 

（掛金の納付） 

第８２条 （略） 

 

 

（略） 

 

 

○ 掛金の納付

期限を明確に

定めること。

なお、納付期

限は、原則と

して、掛金に

対応する期間

の末日の属す

る月の翌月ま

でとすること

（承認・認可

基 準 3-

3(3)①）。 

○ 端数処理の



  

方法は合理的

に 定 め る こ

と。 

○ 事業主は、

規則第４５条

第３項に規定

する補足掛金

額の範囲内に

おいて、掛金

を金銭に代え

て上場株式で

納付すること

ができること

（法第５６条

第２項及び令

第３６条）。な

お、その場合

の手続等につ

いては、令第

３６条の規定

及び規則第３

９条から第４

２条までの規

定 に よ る こ

と。 

 

 

○ 事業主の掛

金の納付に係

る債権・債務

の消滅時効に

ついては、確

定給付企業年

金法令に特段

の規定がない

以上、当然に

一般法たる民

法の規定が適

方法は合理的

に 定 め る こ

と。 

○ 事業主は、

特別掛金、特

例掛金（規第

５０条（基第

８７条）に規

定する臨時拠

出による特例

掛金を含む。）

について、金

銭に代えて上

場株式で納付

することがで

きること（法

第５６条第２

項及び令第３

６条）。なお、

その場合の手

続等について

は、令第３６

条の規定及び

規則第３９条

から第４２条

までの規定に

よること。 

○ 事業主の掛

金の納付に係

る債権・債務

の消滅時効に

ついては、確

定給付企業年

金法令に特段

の規定がない

以上、当然に

一般法たる民

法の規定が適



  

用 さ れ る た

め、あえて規

約に定める必

要 は な い こ

と。 

○ 民法第４１

９条の規定に

基づき遅延損

害金を請求す

る場合には、

その旨記載す

ること。 

（略） （略） （略） （略） 

第１０章 雑則 第１３章 雑則   

（略） （略） （略） （略） 

（届出） 

第９１条 受給権者

が死亡したときは、

戸籍法（昭和２２年

法律第２２４号）の

規定による死亡の

届出義務者は、３０

日以内に、その旨を

事業主に届け出な

ければならない。

〔ただし、事業主の

委託を受けた連合

会が住民基本台帳

法第３０条の９の

規定により年金給

付の受給権者に係

る機構保存本人確

認情報の提供を受

けることができる

受給権者の死亡に

ついて、受給権者の

死亡の日から７日

（届出） 

第１２８条 受給権

者が死亡したとき

は、戸籍法（昭和２

２年法律第２２４

号）の規定による死

亡の届出義務者は、

３０日以内に、その

旨をこの基金に届

け出なければなら

ない。〔ただし、基

金の委託を受けた

連合会が住民基本

台帳法第３０条の

９の規定により年

金給付の受給権者

に係る機構保存本

人確認情報の提供

を受けることがで

きる受給権者の死

亡について、受給権

者の死亡の日から

 

（略） 

 

○ 第１項ただ

し書は、住基

ネット情報の

活用により、

死亡の届出を

不要とする場

合の例である

こと。 

○ 第３項は、

死亡の届出時

に添付する第

２項に定める

書類を情報提

供等記録開示

システムによ

る確認で代替

する場合の例

で あ る こ と

（規則第１１

８条）。 

○ 第４項ただ

用 さ れ る た

め、あえて規

約に定める必

要 は な い こ

と。 

○ 民法第４１

９条の規定に

基づき遅延損

害金を請求す

る場合には、

その旨記載す

ること。 

（略） （略） （略） （略） 

第１０章 雑則 第１３章 雑則   

（略） （略） （略） （略） 

（届出） 

第９１条 受給権者

が死亡したときは、

戸籍法（昭和２２年

法律第２２４号）の

規定による死亡の

届出義務者は、３０

日以内に、その旨を

事業主に届け出な

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（届出） 

第１２８条 受給権

者が死亡したとき

は、戸籍法（昭和２

２年法律第２２４

号）の規定による死

亡の届出義務者は、

３０日以内に、その

旨をこの基金に届

け出なければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

○ 第３項は、

死亡の届出時

に添付する第

２項に定める

書類を情報提

供等記録開示

システムによ

る確認で代替

する場合の例

で あ る こ と

（規則第１１

８条）。 

○ 第４項ただ



  

以内に当該受給権

者に係る戸籍法の

規定による死亡の

届出をした場合は

この限りでない。〕 

 

２～〔４〕（略） 

７日以内に当該受

給権者に係る戸籍

法の規定による死

亡の届出をした場

合はこの限りでな

い。〕 

２～〔４〕（略） 

し書は、現況

届を住基ネッ

ト情報で代替

する場合の例

であること。 

 

（略） （略） （略） （略） 
 

 

 

 

 

 

 

２～〔４〕（略） 

 

 

 

 

 

 

２～〔４〕（略） 

し書は、現況

届を住基ネッ

ト情報で代替

する場合の例

であること。 

 

（略） （略） （略） （略） 
 

 

 


